





























































































































































































	表紙
	中表紙
	目次
	はしがき
	Ⅰ　調査の目的と調査団の構成
	Ⅱ　調査日程

	Ⅲ　概 要

	1.漁業資源
	2.漁業の現状ー生産及び生産施設ー
	3.加工及び消費
	4.漁業政策及び政府関係組織
	(1)水産局
	(2)海洋水産国立科学技術研究所
	(3)国立漁業公社
	(4)教育訓練機関
	(a)政府関係上級職員の養成
	(b)水産学校
	(c)漁業職業訓練所



	Ⅳ　国立漁業センターの設立とその妥当性
	Ⅴ　勧告
	Ⅵ　チュニジアの水産業
	1.緒言
	2.地中海型トロール
	3.小型まき網漁業(Lamparo)
	4.沿岸漁業
	5.マグロ定置網(Madraque)
	6.海綿漁業
	7.潟湖漁業
	8.漁業公社(Office National des Pechaes ONP)
	9.流通・加工
	10.漁獲物・水産加工品の輸入
	11.漁船の建造
	12.水産に関する政府機構

	Ⅶ　漁業教育及び訓練の実情
	1.漁業教育及び訓練の3種のレベル
	2.漁業教育訓練機関
	3.漁業教育訓練の3部門と進学経路
	4.一般漁夫の訓練
	5.機関夫の訓練
	6.船大工の訓練
	7.網修理工の訓練
	8.沿岸漁業船長の訓練
	9.沖合漁業船長の訓練
	10.機関士の訓練
	11.船大工(上級)の訓練
	12.沿岸漁業船長の養成コースに関する水産局通達
	13.沿岸漁業船長証書のための試験例
	14.一般漁夫の養成コースに関する水産局通達
	15.一般漁夫証書のための試験例
	16.チュニジアの代表的水産教育機関としてのケリビア水産学校(その歴史と概要)

	Ⅶ　第５次　経済発展計画の中の漁業部門
	別添　写真とその説明

	裏表紙

